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表紙写真

風力発電（葛巻町）

　葛巻町は岩手県北部の高原地帯にあり、酪農と
林業が盛んな町ですが、「新エネルギーの町・葛巻」
を宣言して、風力発電を中心に再生可能エネルギー
の導入に力を注いでいます。
　第三セクターと企業による15基の風力発電機で、
22,000KWの発電能力を有し、町内電力需要の
200％を超えるまでになっています。
　さらに同じ企業による22基の増設計画があり、
一部には希少猛禽類のイヌワシへの影響等も懸念
されています。
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シリーズ「岩手の再生」第３集の発刊にあたって

　連続講座「岩手の再生」シリーズの発刊は、今回で第３弾。テーマは「エ

ネルギーと環境」です。

　東日本大震災と福島原発事故災害後、日本社会のあり方を考える上

で、エネルギー問題、電力と原子力の問題は避けることのできない課

題となりました。各回のタイトルは次のとおり。いずれも今私たちが

直面しているホットな課題です。

第１回　「国際リニアコライダー（ＩＬＣ）と

 地域社会や住民生活との関わり」（西崎　滋）

第２回　「どこで、どうする、高レベル核のゴミ

 ～もう増やさない！が最低の条件～」（高塚龍之）

第３回　「メガソーラーと山村の再生を考える」（比屋根哲）

第４回　「電力自由化～再生可能エネルギーと

 原発はどうなる？～」（井上博夫）

　ＩＬＣは、今、地域振興の決め手として、岩手県内では誘致活動が

盛んです。しかし他方で、地中に長大なトンネルを建設することから、

跡地が高レベル放射性廃棄物の処分場に転用されるのではないか、と

いう不安の声も聞かれます。そこで、第１回「国際リニアコライダー（Ｉ

ＬＣ）と地域社会や住民生活との関わり」では、そもそもＩＬＣとは

何なのか、どんな研究が行われるのか、地域経済や生活にどんな影響

があるのか、核のゴミとの関係は、などを分かりやすく説明しています。

　第２回「どこで、どうする、高レベル核のゴミ」は、原発で生み出

される使用済核燃料などの高レベル放射性廃棄物処分の問題に正面か

ら立ち向かっています。長期にわたり熱と放射線を出し続ける核のゴ

ミを、政府は、地中深くに埋立処分しようと考えており（地層処分）、

「適地」選びの作業が進められています。その有力候補地の一つとして

北上山地が取りざたされているのです。講演では、核エネルギーとは、

核のゴミとは、から始まり、その処分の方法や問題点が指摘され、核
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のゴミを「もう増やさない」ことが国民的な議論をする上で最低の条

件だと主張しています。

　第３回「メガソーラーと山村の再生を考える」は、原発事故後に拡

大しつつある再生可能エネルギーの問題点を取りあげました。再生可

能エネルギーは、原発や化石燃料に替わるエネルギーとして重要です

が、その導入のしかたによっては新たな環境問題を引き起こすおそれ

もあります。ここでは、岩手県軽米町で建設が進められているメガソー

ラー事業は、森林の破壊や災害をもたらすおそれのあることが指摘さ

れ、固定価格買取期間の20年が終わった後、山村に何をもたらすかが

危惧されています。

　第４回「電力自由化～再生可能エネルギーと原発はどうなる？～」は、

現在進行しつつある電力自由化が、再生可能エネルギーと原発に対し

てどのような効果をもたらすかを検討しています。電力会社による地

域独占を排し、電力の生産・販売を市場に委ねる電力自由化は、本来は、

分散型電源である再生可能エネルギーにとって有利で、コスト高が明

らかになってきた原発の撤退を進める方向に作用するはずですが、政

府がエネルギー基本計画に基づいて無理に原発を維持しようとすれば、

市場の健全な働きを歪め、再生可能エネルギーの普及を妨げることに

なる、と指摘しています。

　１回～４回をとおしてお読みいただくことにより、大震災と原発事

故後の私たちが、どのような問題に直面しており、何をしなければな

らないかが、くっきりと浮かび上がってくるものと思います。

　　　　　　　　　　　　2017年12月

 井上博夫（岩手地域総合研究所・理事長）
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